
○東京都市町村職員退職手当組合処務規程 

（ 
昭和４０年４月３日 

） 訓令第１号 

改正 昭和５５年 ２月 １日 訓令第１号 

昭和５９年１２月２０日 訓令第１号 

平成 ４年 ４月 １日 訓令第１号 

平成 ６年 ３月２３日 訓令第１号 

平成１５年１２月２４日 規程第２号 

平成２１年 ３月３１日 規程第１号 

平成２９年１２月２５日 規程第３号 

 （目的） 

第１条 この規程は、管理者の権限に属する事務執行の能率的運営とその責任の明確を図

ることを目的とする。 

 （課及び係の設置） 

第２条 事務局に次の課及び係をおく。 

  総務課 

  庶務係 

  業務係 

  会計係 

 （職員の職及び職責） 

第３条 職員は、次に掲げるとおりとする。 

  局長 

  次長 

  課長 

  課長補佐 

  係長 

  主事 

２ 前項の職員のほか、事務局に参事、主幹、副主幹、主査、主任その他の職員をおくこ

とができる。 

３ 局長は、管理者の命を受け、局の事務をつかさどり、所属職員を指揮監督する。 



４ 次長は、局長を補佐し、局務を整理する。 

５ 課長は、上司の命を受け、課の事務をつかさどり、職員を指揮監督する。 

６ 課長補佐は、課長を補佐し、課の事務を整理する。 

７ 係長は、上司の命を受け、係の事務をつかさどる。 

８ 参事、主幹、副主幹、主査及び主任は、上司の命を受け、担当の事務を処理する。 

９ 主事及びその他の職員は、上司の指揮監督を受け、事務に従事する。 

 （事務分掌） 

第４条 事務局の分掌事務は、次のとおりとする。 

 庶務係 

 （１） 公印の管守に関すること。 

 （２） 職員の人事及び給与に関すること。 

 （３） 公文書類の収受、配布、発送、編集及び保存に関すること。 

 （４） 予算、決算に関すること。 

 （５） 議会に関すること。 

 （６） その他、他の係に属しない事務に関すること。 

 業務係 

 （１） 構成団体職員の退職手当支給に関すること。 

 （２） 負担金に関すること。 

 会計係 

 （１） 歳入歳出の出納及び経理並びに決算に関すること。 

 （２） 収入命令及び支出命令の審査に関すること。 

 （３） 現金及び有価証券の出納保管に関すること。 

 （４） 物品の出納保管に関すること。  

 （管理者決裁事案） 

第５条 管理者が決裁する事案は、次のとおりとする。 

 （１） 組合の運営に関する一般方針の確定に関すること。 

 （２） 予算の編成に関すること。 

 （３） 組合議会に関すること。 

 （４） 職員の任免、分限、懲戒、表彰、給与及び服務一般に関すること。 

（５） 条例、規則及び規程に関すること。 



 （６） 特に重要な事項に関する報告、答申、進達に関すること。 

 （７） 特に重要な告示、公告、公表、通知、申請、照会、回答に関すること。 

 （８） 前各号のほか、重要事項に関すること。 

 （局長の専決事案） 

第６条 局長が専決できる事案は、次のとおりとする。 

 （１） 職員の人事の内申に関すること。 

 （２） 次長の出張、年次休暇、病気休暇、欠勤、遅刻等に関すること。 

 （３） ５００万円以上の予算流用に関すること。 

 （４） ５００万円以上の物件の調達若しくは売却、又は修繕工作に関すること。 

 （５） 構成団体職員の退職手当の支出命令に関すること。 

 （６） １件５００万円以上の予算執行に関すること。 

 （７） 収入を調定すること。 

（８） 要綱及び内訓に関すること。 

（９） 報告、答申、進達に関すること。 

（１０） 告示、公告、公表、通知、申請、照会、回答に関すること。 

（１１） その他、管理者の決裁を受けるべき事項にあてはまらない事項に関すること。 

（次長の専決事案） 

第６条の２ 次長が専決できる事案は、次のとおりとする。 

（１）  職員の福利厚生に関すること。 

 （２） 課長の出張、年次休暇、病気休暇、欠勤、遅刻等に関すること。 

 （３） ５００万円未満の予算流用に関すること。 

 （４） ５００万円未満の物件の調達若しくは売却、又は修繕工作に関すること。 

 （５） 給料、職員手当等、共済費及び職員人件費負担金の支出命令に関すること。 

（６） １件５００万円未満の予算執行に関すること。 

 （７） １件５００万円未満の収入を調定すること。 

（８） 重要なホームページの作成管理に関すること。 

（９） 課長の事務引継ぎ書の検認に関すること。 

（１０） その他、局長の決裁を受けるべき事項にあてはまらない事項に関すること。 

（課長の専決事項） 

第６条の３ 課長が専決できる事案は、次のとおりとする。 



 （１） 課の事業計画を決定し、所属職員の事務分掌を決定すること。 

 （２） 課長補佐、係長、主任、主事の出張、時間外勤務、休日勤務、年次休暇、病気

休暇、欠勤、遅刻等に関すること。 

 （３） ５０万円未満の予算流用に関すること。 

 （４） ５０万円未満の物件の調達若しくは売却、又は修繕工作に関すること。 

（５） １件５０万円未満の予算執行に関すること。 

 （６） １件３０万円未満の収入を調定すること。 

（７） 保管文書を管理し廃棄を決定すること。 

 （８） 公印の管理、改刻及び改印に関すること。 

 （９） 定例軽易な申請、通知、照会、回答、報告をすること。 

 （１０） 定例簡易なホームページの作成管理に関すること。 

 （１１） 課長補佐、係長、主任、主事の事務引継ぎ書の検認に関すること。 

 （１２） その他、次長の決裁を受けるべき事項にあてはまらない事項に関すること。 

 （事案代決） 

第７条 局長不在のときは、次長がその事案を代決する。 

２ 次長の不在のときは、次長があらかじめ指定する課長がその事案を代決する。 

３ 課長が不在のときは、課長があらかじめ指定する職員がその事案を代決する。 

４ 重要な事案に関し、代決した場合は、回議文書に「後閲」と朱書きし、起案者は、事

後すみやかに上司の閲覧を受けなければならない。 

 （文書の管理） 

第８条 文書は、正確、迅速、丁寧に取扱い、事務が円滑適正に行われるように処理され

なければならない。 

 （文書記号及び番号） 

第９条 受発文書には、受発した当該年度の数字及び東退手と収又は発の記号を付し、番

号を記入しなければならない。ただし軽易な文書はこの限りでない。 

２ 文書の収発番号は、毎年４月１日に第１号から一連番号によりつけ始め、翌年３月

３１日に止める。 

３ 番号は、事案の完結に至るまで同一番号を用いなければならない。 

第１０条 外部に発送する文書は、申請、裁定書等重要なものは管理者名を用いる。但し、

軽易な文書については局長名、局名をもってすることができる。 



第１１条 文書の保存年限は、次の５種とする。 

 （１） 永久保存 

 （２） １５年保存 

 （３） １０年保存 

 （４） ５年保存 

 （５） １年保存 

第１１条の２ 次の文書は、永久保存とする。 

 （１） 管理者が決裁する重要事案に関する文書 

 （２） 決算書その他歳入歳出に関する帳簿 

 （３） 各種台帳（正本）の類 

 （４） 組合議会に関する書類中特に重要なもの 

 （５） 職員の履歴書 

 （６） 前各号のほか、永久保存を必要とする文書 

第１１条の３ 次の文書は、１５年保存とする。 

 （１） 退職手当計算に関する文書 

 （２） 前号のほか１５年保存を必要とする文書 

第１１条の４ 次の文書は、１０年保存とする。 

 （１） 決算報告の終った収入支出の証拠書類 

 （２） 前号のほか１０年保存を必要とする文書 

第１１条の５ 次の文書は、５年保存とする。 

 （１） 局長が専決する事案に関する文書 

 （２） 予算書 

 （３） 原簿または台帳に記入を終った願届の書類 

 （４） 日誌、出勤簿、出勤命令簿の類 

 （５） 文書の収受発送に関する帳簿の類 

 （６） 前各号のほか、５年保存を必要とする文書 

第１１条の６ 次の文書は、１年保存とする。 

 （１） 職員の勤務に関する願届書類 

 （２） 一時の処理に属する往復文書、報告書の類 

 （３） 前各号のほか、１年保存を必要とする文書 



 （タイムレコーダーの打刻及び出勤等の管理） 

第１２条 職員は、出勤したとき又は退勤するときは、自らタイムレコーダーにその時刻

を打刻しなければならない。 

２ 職員は、出張その他の理由により前項の規定する時刻にタイムレコーダーに打刻でき

ない場合は、事前又は事後直ちに上司に申し出なければならない。 

３ 職員の出勤等の記録は、総務課長が管理する。 

（遅参及び早退届） 

第１２条の２ 職員は、遅参、早退しようとするときは、所定の休暇カードにその事由を

記し上司の承認を受けなければならない。 

 （疾病その他の事故届） 

第１３条 疾病その他の事故により出勤することができないときは、所定の休暇カードに

事由を記し届け出なければならない。 

２ 疾病のため、欠勤が１５日以上に及ぶときは、医師の診断書を添えて、期間を定めて

届け出なければならない。その期間を過ぎて、なお引続き１５日以上欠勤しようとする

ときも同様である。 

 （旅行の手続） 

第１４条 父母の看病、墓参、転地療養その他私事旅行等のため在勤地を離れようとする

者は、前日までにその理由、期間及び行先を記し届け出なければならない。 

 （休暇届） 

第１５条 職員は、休暇を請求しようとするときは、所定の休暇カードを提出し、上司の

承認を受けなければならない。 

 （忌引届） 

第１６条 親族の喪に服するときは、所定の休暇カードを提出し、上司の承認を受けなけ

ればならない。父母の忌祭に当って出勤しないときも同様である。 

 （履歴書、本籍、住所、氏名等の異動届） 

第１７条 あらたに採用された者は、採用の日から所定の用紙による履歴書を提出しなけ

ればならない。 

２ 本籍、住所、氏名等に異動を生じたときは、所定の様式による届書をすみやかに提出

しなければならない。 

 （身分証明書） 



第１８条 職員は、職務の執行に当っては、常に所定の様式による身分証明書を所持しな

ければならない。 

 （出張命令） 

第１９条 職員の出張は、所定の様式による出張命令簿をもって命ずるものとする。 

 （非常災害の場合の服務） 

第２０条 庁舎及びその附近に火災その他の非常事態が発生したときは、職員は、すみや

かに登庁して臨機の処置をしなければならない。 

 （宿直） 

第２１条 宿直に関しては、必要を生じた場合に別に定める。 

   附 則 

 この規程は、昭和４０年４月１日から適用する。 

   附 則（昭和５５年２月１日訓令第１号） 

 この規程は、昭和５５年２月１日から施行する。 

   附 則（昭和５９年１２月２０日訓令第１号） 

１ この規程は、昭和６０年４月１日から施行する。 

２ 昭和６０年１月１日から昭和６０年３月３１日までの間、東京都市町村職員退職手当

組合処務規程第９条の規定中文書の記号及び番号は、なお延長して使用する。 

   附 則（平成４年４月１日訓令第１号） 

 この規程は、平成４年４月１日から施行する。 

   附 則（平成６年３月２３日訓令第１号） 

 この規程は、平成６年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１５年１２月２４日規程第２号） 

 この規程は、平成１６年１月１日から施行する。 

   附 則（平成２１年３月３１日規程第１号） 

 この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２９年１２月２５日規程第３号） 

 この規程は、平成３０年１月１日から施行する。 

 

 

 


